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第 1 章 空家等対策計画の趣旨               

 

１．計画策定の背景と目的                         

  

近年、人口減少や核家族化の進行等の社会的変化や、過剰な新規住宅の供給、

中古住宅市場の低迷等により全国的に空家等が増加し、それに伴って空家等に

関する問題も年々増加し、社会問題となっています。特に、適切な管理がされず

放置されたままの空家等は、老朽化による倒壊や、屋根・壁などの建築部材の落

下・飛散による市民の生命、身体、財産への危険を及ぼす存在となります。    

また、不法侵入や放火のおそれ、敷地の雑草繁茂や不法投棄、景観への悪影響

などもあり、防災・防犯・衛生・景観等の面で、暮らしの安全・安心を阻害しか

ねない状況となっています。今後も、これらの問題が一層深刻化することが懸念

されています。 

そのような中、本市では、平成2６年３月に「宇佐市空家等の適正管理に関

する条例」を施行し、空家等及びその敷地の適正管理に関し必要な事項を定め

ました。 

また、「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。

以下「法」という。）」の全面施行に伴い、平成２９年１２月に条例を廃止制

定し、「宇佐市空家等対策条例」の制定を行うとともに、空家等対策計画の基

本的な考え方が示されたことから、平成30年に「宇佐市空家等対策計画」を

策定し、空家等及びその敷地が管理不全な状態になることを防止し、もって市

民の生活環境の保全及び安全安心なまちづくりを図ってまいりました。 

この度、計画が令和4年度で満了となるため、今後も総合的かつ計画的な空

家等対策を継続して実施するため、「第2期宇佐市空家等対策計画」を策定し

ます。 

第２期計画では、「空家等の発生予防」「空家等の活用促進」「管理不全な

空家等の解消」を基本的な方針とし、前回の計画で重点的に取り組んできた適

切に管理されていない空家等への対応を継続しつつ、特定空家等の発生を未然

に防止するとともに、空家の利活用や相談体制の充実についても、関係部署、

空家等対策協議会及び、関係団体などと連携して取り組んでいくこととしてい

ます。 
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２．計画の位置づけ                            

 

この「第２期宇佐市空家等対策計画」（以下、「空家等対策計画」という。）

は、法第７条の規定に基づき、国が定めた基本指針に即して定めたものです。 

空家等対策を効果的かつ効率的に推進するため及び本市の地域の実情に合

わせ、総合的かつ計画的に実施するために策定するもので、本市の空家等対策

の基礎となるものです。 

なお、計画の推進にあたっては、「宇佐市総合計画」や「宇佐市空家等対策

条例」等に定めている空家等関連施策との整合性を図るものとします。 

 

〇第２次宇佐市総合計画 第３章第３節 住宅より抜粋 

・現況と課題より 

本格的な少子高齢化や人口の減少のなか、一般の建築物については、耐震性に

問題がある住宅や老朽化した危険な家屋、アスベストが残存する建築物などが存

在することから、安全・安心な住環境の整備を促進する取り組みが求められてい

ます。さらに、適切な管理がされず放置されたままの空家等については、関係各

課の情報共有及び統一化された対応により取り組みを進めています。 

・施策の方針より 

一般の建築物については、耐震化や老朽危険家屋等・危険ブロック塀等除却、

アスベスト分析調査などの対策により、安全・安心な住環境の整備に努めます。 

・主要施策より 

① 広報や市のホームページ等を活用して、空家等の所有者等に対し、空家等問

題に関する意識の涵養に努めます。 

② 宇佐市空家等対策計画に基づき、空家等実態調査、特定空家等への取り組み

（指導、勧告、命令など）、住民からの相談への対応などにより、空家等の

適正管理を促進します。 

③ 空家等対策の充実に向けて関係各課等と連携した相談体制の整備を構築しま

す。 

・主な取り組みより 

・空家等対策（調査・指導・勧告など） 
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３．計画期間                               

 

空家等対策計画の計画期間は、令和５年４月から令和１０年３月までの５年

間とし、状況の変化等により、必要に応じて見直していくものとします。 

 

４．計画対象地区                             

 

空家等対策計画の対象地区は、宇佐市内全域とします。 

 

５．対象とする空家等の種類                        

 

空家等対策計画の対象とする空家等の種類は、法第２条第１項に規定された

「空家等」のうち、一戸建ての住宅及び併用住宅並びに法第２条第２項に規定

された「特定空家等」とし、活用促進の観点からその除却後の跡地についても

対象とします。 

 

〇空家等対策の推進に関する特別措置法 第 2条第 1項より抜粋 

・空家等 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこ

とが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

〇空家等対策の推進に関する特別措置法 第 2条第 2項より抜粋 

・特定空家等 

① 倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

② 著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③ 適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

〇空家等対策の推進に関する特別措置法 第１３条第１項より抜粋 

・管理不全空家等 

適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当す

ることとなるおそれのある状態 
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第２章 空家等の現状と課題                

 

１．空家等の現状                             

（1）人口の推移 

令和２年の国勢調査では、本市の人口は 53,128 人で前回調査（平成 2７

年）に比較して 3,130人、率にして５．６％の減となっています。 

しかしながら、65 歳以上の高齢者の割合は、令和２年度には３６．５％と

なっており、今後も高齢者の割合が増加していくことが予想されています。 

 

表 1 人口及び高齢者割合の推移 

  H22年 H27年 Ｒ２年 Ｒ７年 

人       口 59,008 56,258 53,128 49,965 

65歳以上の割合 30.6% 33.7% 36.5% 38.3％ 

※実績値（Ｒ２まで）：国勢調査 

※推計人口（Ｒ７）：日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

  

（２）世帯数の推移 

本市において、平成３０年では住宅数が増加傾向にありますが、世帯数が減

少傾向となっています。また、世帯数を超える住宅数となっており、本市にお

いては世帯数に比較して住宅が過剰に供給されていることがわかります。 

 

表２ 住宅数及び世帯数の推移 

  H20年 H25年 H30年 

住  宅  数 A 28,010 27,330 29,480 

世  帯  数 B 23,356 22,984 22,120 

Ａ － Ｂ 4,654 4,346 7,360 

   ※住宅統計調査及び住宅・土地統計調査(総務省統計局：推計） 

 



7 

 

（３）空家数・空家率・実態調査の推移 

① 空家数の推移 

市内の住宅数については、平成２５年に２７，３３０戸であったものが、平

成３０年には２９，４８０戸となっており、5年間で２，１５０戸の増となっ

ています。また、空家の中でも将来的に適正に管理がなされず特定空家等とな

る可能性の高い「その他の住宅」は９３０戸の増であり、空家総数が今後も増

加していくことが懸念されます。 

 

表３ 住宅数及び空家数の推移 

  H20年 H25年 H30 年 

住  宅  数 28,010 27,330 29,480 

空き家（その他の住宅数） 2,920 4,060 4,990 

   ※住宅統計調査及び住宅・土地統計調査(総務省統計局：推計） 

 

表４ 空家の用途別件数（宇佐市・全国） 

  空家総数 二次的住宅 賃貸・売却

用住宅 

その他の住宅 

  （a）   数（b） 割合（b/a） 

H20年 5,040 120 2,000 2,920 57.9% 

H25年 5,820 200 1,560 4,060 69.8% 

H30年 7,210 120 2,110 4,990 69.2％ 

H30年(全国） 8,488,600 381,000 4,620,400 3,487,200 41.1% 

   ※住宅統計調査及び住宅・土地統計調査(総務省統計局：推計）  

  

〇「二次的住宅」とは 

 週末や休暇の際に避暑や避寒、保養などを目的として使われる別荘や、残業などで遅

くなったときに寝泊まりする家のように、普段は人が住んでいない住宅などをいう。 

 

〇「その他の住宅」とは 

人が住んでいない住宅で、例えば転勤・入院などのために居住世帯が長期にわたって

不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅などをいう。 
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② 本市および県内他市における空家率の推移 

本市の空家率（住宅数に対するその他の住宅の割合）は、平成３０年度で

16.9％と徐々に増加しています。表５より、空家率が１０％を超える市が平成

２０年度では５市でありましたが、平成３０年度では９市と半数を超えるほど

県内全体で空家等の増加が進んでいることがわかります。 

 

表５ 空家率の推移 

  H20年 H25年 H30年 

全国 4.7% 5.3% 5.6％ 

大分県 6.3% 7.7% 8.4％ 

宇佐市 10.4% 14.9% 16.9％ 

竹田市 11.3% 14.7% 22.5% 

国東市 10.0% 15.6% 18.5% 

豊後高田市 13.8% 17.8% 15.8% 

豊後大野市 9.3% 12.6% 14.8% 

津久見市 8.6% 13.3% 13.5% 

佐伯市 10.0% 11.3% 13.5% 

臼杵市 9.5% 12.2% 12.8% 

杵築市 7.5% 10.5% 11.0% 

中津市 7.8% 9.0% 9.5% 

由布市 3.6% 8.2% 9.0% 

日田市 7.4% 6.7% 8.5% 

別府市 4.6% 5.0% 5.2% 

大分市 3.6% 4.2% 3.9% 

 ※住宅統計調査及び住宅・土地統計調査(総務省統計局：推計） 
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③ 空家等実態調査の実績及び推移 

前計画に基づき、平成３１年度に「空家等実態調査（注１）」を実施した結果、空

家等が３，６５５戸所在することがわかりました。この実態調査結果を基にデータベ

ース化し、市内における空家数等の把握に努めています。 

表６について、空家等の解体等の把握が容易なことに対して、新規の空家等の把

握が困難であることから、平成３１年度調査時点の件数から空家等が減少した推移

となっています。そして、令和４年３月３１日時点で本市が把握している空家等は表

６のとおり３，３０３戸となっています。平成３１年度を基準として令和３年度の除

却率が約１０％となっており、２年間で宇佐市空家等対策計画の実施施策により効

果が表れていることがわかります。 

また、表３における空き家の件数については、あくまでも推計であるため、空家

等実態調査による実数値にあたる表６の件数とは乖離が見られますが、調査数値に

反映されていない空家等も多数存在しているものと見込んでいます。 

 

（注１） 調査業者及び地元区長等に依頼した、屋根や外壁等の外観目視による空家の調

査です。 

 

表６ 空家実態調査における空家等の推移 

（各年３月３１日時点） 

判定ランク H31 R２ R３ 
R３除却率 

【（H31-R3）/H31*100】 

A 1,699 1,636 1,564 8.0％ 

B 1,335 1,264 1,202 10.0％ 

C 312 282 259 17.0％ 

D 309 291 278 10.0％ 

合計 3,655 3,473 3,303 9.6％ 

 

 

〇判定ランク詳細 

A 判定：管理に特段問題がなく、現況のまま利用可能な空き家 

B 判定：管理が行き届いていないが、比較的小規模な修繕で利用可能な空き家 

C 判定：倒壊の可能性はないが、現況のままの利用は困難な空き家 

D 判定：倒壊の可能性があるなど、現況のままの利用は不可能な空き家 
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（４）空家等対策相談件数 

令和元年度から令和３年度までの市内の空家等相談件数は、表７のとおり相

談件数が年々増加しています。また、表３より実際に空家等も増加傾向にあり、

今後も様々な問題が顕在化していくものと思われます。また、表８より空家等

の草木の繁茂といった「生活環境の問題」の相談が最も多く、次に建物倒壊や

飛散への不安といった「保安上の問題」の相談が多い傾向となっています。 

 

表７ 直近３か年の空家相談件数 

空家等相談件数 
R１年度 R2年度 R3年度 

39 26 51 

 

表８ 直近３か年の相談事由別件数 

相 談 事 由 別 R 元年度 R２年度 R３年度 

保安上の問題 12 28 29 

 道路や隣家など周囲への建物倒壊の不安 7 10 12 

道路や隣家への瓦や屋根材、トタン等飛散の心配 5 18 17 

生活環境の問題 36 20 38 

 空家の草木の繁茂 23 12 25 

隣家や道路への樹木等の侵入 4 4 5 

野良猫、イノシシ・シカ等の棲家になる 4 0 5 

空家への不法侵入、子どもの立入、防火等防犯上の不安 0 1 2 

蜂や蚊等の害虫相談 5 3 1 

景観上の問題 0 1 0 

 景観が損なわれる 0 1 0 

衛生上有害 1 1 2 

 ごみ等の散乱、くさい臭い 1 1 2 

その他 6 8 11 

 空家解体、木の処分等の相談 2 5 8 

単なる確認・指導依頼等 4 3 3 

計 55 58 80 

※相談 1 件ごとについて、複数の相談事由があるため、相談件数と相談事由別件数とは一

致しない。 
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（５）空家の解体除却状況 

令和元年度から令和３年度までの市内の空家等相談の内、老朽度が高く解体

除却すべき空家において、実際に解体除却された件数は表 9 のとおりとなっ

ています。 

表 9 から相談される空家の中で老朽危険家屋にあたる空家が年々増加して

いることが分かります。さらに、相談後の除却件数も同様に増加しています。 

 

表９ 空家相談における除却件数 

 R 元年度 R2年度 R３年度 

相談された空家のうち老朽度が高く 

解体除却すべき空家 
8 11 20 

相談後：空家の解体除却数 1 4 7 

除 却 率 12.5％ 36.4％ 35.0％ 

 

（６）「空き家バンク」の登録状況 

市では、空家の増加、UIターン者の空家移住への需要の増加を受けて、空家

の有効活用と定住の促進による地域活性化を図るため、平成１９年度に「空き

家バンク制度」（空き家情報提供事業要綱：平成 19 年２月 26 日制定）を創

設しました。 

また、平成２５年度には危険家屋も含めた「未利用住宅実態調査」を実施し、

調査であがってきた１４００件（市内空家の一部）のうち、利活用可能な物件

は所有者等へ連絡し「空き家バンク」への登録をお願いしました。 

定住支援員の雇用や宇佐市ふるさと回帰支援センターへ業務を委託するな

ど、取組みの充実化を図り、固定資産税の納税通知書に「空き家バンク制度」

のお知らせチラシの同封を行うなど、周知拡大に努めていることから、登録物

件を確保できていますが、市内全体の空家総数から見ると、「空き家バンク」登

録物件はまだまだ少ない状況です。 

 

表１０ 「空き家バンク」新規物件登録数 

年 度 H19～30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 累計 

新規登録件数 454 ６６ ７３ ５７ 650 

成約件数 279 ４４ ５０ ５８ 431 

 



12 

 

２．空家等における課題                           

 

空家等に関する課題は、空家等が放置されることで発生するものや所有者等

に関するもの、空家等が増えることで地域活力の低下や過疎化が生じるといっ

た社会的問題など、多くのものがあります。 

 

（１） 近隣への悪影響（倒壊の危険・環境悪化など） 

空家等が放置されると、倒壊事故や屋根材等の飛散事故が発生する危険性が

あります。 

また、空家等敷地内の草木の繁茂により隣地や道路への草木の越境、敷地内

へのゴミの不法投棄など、近隣の環境悪化を招く原因となります。 

 

（２） 地域全体への悪影響（防災・防犯上の危険・景観悪化など） 

放火や不審者の侵入、不法滞在など空家等が犯罪の温床となるおそれがあり

ます。また、破損や腐食を著しく生じている空家等は良好な景観を害するなど、

地域全体へ悪影響を及ぼします。 

 

（３） 所有者等の管理意識の欠如 

空家等を放置することに対する問題意識や危機意識が低い人や、遠方に所在

しており、未登記や相続登記をしていないなど、所有者等や管理者としての問

題意識や危機意識のない人がいます。 

 

（４） 空家等の増加に伴う地域活力の低下と、さらなる悪循環の

懸念 
 

人口が減少し空家等が増加すると、地域コミュニティが希薄化するとともに、

景観も悪化していくため、まちとしての魅力も低下していきます。そうすると、

更なる人口減少が起こり過疎化に繋がるおそれがあります。 
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（５） 空家等の増加に伴う市民からの意見・苦情の件数の増加、

問題の顕在化 
 

空家等の状況はそれぞれ異なり、空家等を所有・管理している方の状況もま

た異なります。空家等が増えた分、多くの意見や苦情が発生し、防災面、防犯

面、環境面、衛生面など多種多様な問題を抱えている状況が顕在化しています。 

 

（6） 将来の人口減少が予測され、空家等のさらなる増加による

問題の増大 

 

少子高齢化などにより人口が減少すると、人口や世帯数に対して住宅数が過

剰となり空家等の件数が増加し、問題が増大する要因となります。 
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第３章 空家等対策の基本的な方針             

 

本市における空家等対策として「基本的な方針」を以下のように定めます。 

 

基本的な方針 

１． 空家等の発生予防 

２． 空家等の活用促進 

３． 管理不全な空家等の解消 

 

１．空家等の発生予防                           

空家等の管理について、第一義的に所有者等の責任において行われる

べきであることを前提に、所有者等に対する啓発や適正管理を促し、空

家等の発生予防と適切な管理を推進します。 

 

２．空家等の活用促進                           

空家等を有効な地域資源として捉え、空家等の有効活用を図ることに

より、地域の活性化やまちの魅力向上を目指します。 

 

３．管理不全な空家等の解消                         

周辺に悪影響を及ぼす空家等に対しては、空家特措法に則った実効性

のある改善を図り、安全・安心な生活環境の保全のため、管理不全な空

家等の解消を目指します。 
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第４章 方針に基づく具体的な施策             

 

１．空家等の発生予防             

（空き家等の適切な管理の促進） 
 

空家等は、法第５条において「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定され

ているように、個人等の私有財産であり、その所有者等が自己の責任において

自主的に管理することが原則です。 

このことを所有者等に啓発するため、市では以下の取組みを実施し、空家等

が管理不全のまま放置されることを防止します。 

 

（１）所有者等の意識の啓発 

空家等は、放置された建物の老朽化や草木の繁茂が進むほど、除却等に要す

るコストが増大し、また、放置年数が経つにつれて所有者等の把握も困難にな

ります。 

空家等対策については、問題が深刻化する前の予防・早期対応が重要であり、

空家等の調査を行い、事前に実態を把握するとともに、所有者等へ空家等の適

正管理に向けた意識啓発を目的とした情報提供の確立に努めます。 

 

〇具体的な取り組み 

(ア) 広報「うさ」、市の HP等による適正管理に向けた広報・啓発活動 

(イ) 固定資産税の納税通知に際し、空家等の管理・利活用お知らせチラシの同封 

(ウ) シルバー人材センター等との連携 

(エ) NPO 法人等（空き家サポートおおいた、おおいた空家マッチングチーム）

との連携 

(オ) その他有効な事業 
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（２）空家等の調査 

空家等対策を効果的かつ効率的に実施するため、既存の統計資料等も活用し

つつ、市内の空家等の所在やその状態等を把握するために空家等の調査を実施

します。 

 

① 実態調査 

空家等の所在及び当該空家等の所有者等及び空家等の状態等を把握す

るため、職員又は市長が委任した者により実態調査を実施します。全体調

査は必要に応じて見直し、近隣住民からの空家相談等による現地調査等を

行い、継続的な把握と必要な補正を行います。 

 

② 情報のデータベース化 

空家等の調査により取得した情報及び当該空家等対策を行うにあたり

必要な情報について、データベースを整備し、建築住宅課において管理し

ます。また、データベースの情報は関係部局で共有します。 

 

〇データベース情報 

1. 空家等基本情報（所在地、建物種類、階数、構造等） 

2. 現地調査情報（老朽度、周辺への影響、維持管理の状態） 

3. 所有者等特定情報（土地・建物所有者等の住所、連絡先等） 

4. 所有者等の意向調査 

5. 利活用の促進（情報提供等の履歴） 

6. 適切な管理の促進（助言や指導等の履歴） 

7. その他（１～６に該当しない情報） 

 

③ 所有者等不明及び所在不明の確認 

「所有者等が死亡し、相続人がいない又は相続人も全員死亡して相続財

産管理人が選任されていない。」などの事由により所有者等が特定できな

い場合及び、所有者等確認のため送付した郵便等が返送され、送付先の市

町村に住民票の閲覧請求を行う等調査を行った後、なおも所在が不明な場

合には、「過失なく所有者等を確知できない」者と判断し、データベースに

登録します。 
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（３）相談体制の整備等 

空家等に係る問題は、多岐にわたることから庁内の建築住宅課に総合窓口を

設置し、県、関係団体、関係各課と連携した相談体制の整備を行います。 
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２．空家等の活用促進           

（空家等及び除却後の跡地の活用の促進）  

 

所有者等に対して空家等の利活用を促し、所有者等の意向調査の結果を踏ま

え、関係団体や自治会等の地域との連携による活用などを模索します。 

 

（１）地域住民からの要望による活用 

地域からの要望により、地域交流、地域活性化、福祉サービスの拠点など地

域貢献について利活用可能な空家等については、所有者等の意向を踏まえ、地

域住民に情報を提供します。 

また、空家等を地域資源としてとらえ、福祉や文化、交流、コミュニティな

どの活動の場として活用していくことは、効果的な空家等の対策になります。 

このため、空家等や除却後の跡地を、地域の課題解決や活性化に向けた地域

活動の拠点として活用できないかどうかを調査、検討します。 

 

（２）利活用可能な空家等及び除却後の跡地の情報提供 

 

「空き家バンク」事業等の活用 

所有者等の申請により、利活用可能な物件は空き家バンクに登録し、ホーム

ページ等で情報発信を行い、利用希望者に情報提供します。 

なお、所有者等の申請により、住宅の建築が可能な土地等の物件についても

その有効活用に繋げるため、同様の取組みを行います。 

 

○「空き家バンク」事業とは 

空家の賃貸・売却を希望する人から申込みを受けた情報を、空家の利用を希望する 

人に紹介する制度で、「空家の解消」、「住環境の整備」、「定住促進による地域の活性

化」を図ることを目的としています。 
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（３）補助金の活用促進 

空家等対策を行うにあたり「宇佐市老朽危険家屋等除却促進事業補助金」や

「うさ暮らし定住支援事業補助金」など、国及び県の補助金を積極的に活用し、

空家等の解消を推進します。その他補助事業につきましては、適宜検討してい

きます。 

 

 ※市の空家に関連する補助金の例 

●宇佐市老朽危険家屋等除却促進事業補助金 

空き家除却工事費の 1/2以内を補助 （補助金限度額 50万円） 

 

●うさ暮らし定住支援事業補助金（空き家購入補助） 

空き家購入費の 1/10以内、子育て世帯の 1/2以内を補助  

（補助金限度額：県外移住者 100万円、子育て世帯の県外移住者 100万

円、子育て世帯の市外移住者 50万円） 

 

●うさ暮らし定住支援事業補助金（空き家改修補助） 

空き家改修費の２/３以内を補助 

（補助金限度額：県外移住者 100万円、市外移住者 50万円） 

 

●うさ暮らし定住支援事業補助金（家財道具処分等補助） 

空き家バンク賃貸契約済み物件を対象とする家財道具処分費等の

10/10以内、空き家バンク登録済み物件の所有者の家財道具処分費等の

2/3以内を補助  

（補助金限度額：県外移住者 15万円、市外移住者 10万円、所有者 10

万円） 

 

●うさ暮らし定住支援事業補助金（起業支援事業） 

空き家の改修費等の 1/2以内を補助 

（補助限度額：県外移住者 100万円、市外移住者 50万円） 

 

（４）関係法令等の遵守 

空家等を従前の用途以外で活用する場合は、建築基準法、都市計画法、消防

法、旅館業法等の関係法令に違反しないよう、関係各課と協議を行う必要があ

ります。 
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３．管理不全な空家等の解消        

（管理不全空家等及び特定空家等に対する措置等

及びその他の対処）  

 

管理不全空家等及び特定空家等は、適切な管理が行われず地域住民の生活環

境に悪影響を及ぼしていることから、地域住民の生命、身体、財産を保護する

とともに、健全な生活環境の保全を図るため、必要な措置を講じることとなり

ます。 

管理不全空家等及び特定空家等の判断については、国土交通省が定めた「管

理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために

必要な指針（ガイドライン）」に沿い、大分県が定めた「市町村向け特定空家等

及び管理不全空家等の判断基準」に基づいて行います。 

ただし、特定空家等については、宇佐市空家等対策協議会（以下、「空家等対

策協議会」という。）で意見を求め、市長が決定します。 

なお、管理不全空家等及び特定空家等以外で悪影響を与える恐れのある空家

等又は法による指導が困難である空家等については、「宇佐市空家等対策条例」

及び関係法令等により、関係機関等と連携した指導の実施を検討します。 

 

（１）事前協議等 

管理不全空家等と判断されると、その後、指導、勧告等の措置となる可能性

があり、特定空家等と判断されると、その後、助言・指導、勧告、命令、代執

行等の措置となる可能性があります。管理不全空家等及び特定空家等と判断さ

れる可能性のある空家等については、判断される前に相当な期間をもって、所

有者等と協議等を行うものとします。 

法において、事前協議等の手順は明記されていませんが、本市では重要事項

と捉えて空家等の除却を促しています。 

 

（２）措置の方針 

①措置の優先 

管理不全空家等及び特定空家等のうち周辺建築物や道路又は不特定の者に

対して悪影響を及ぼすもの若しくは及ぼす恐れが高いものから優先して措置

を行うものとします。 
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②措置内容の検討 

・管理不全空家等及び特定空家等に対する措置を行うため、職員等は必要な

限度において立入調査を実施し、建築物の状況を把握します。 

         

・調査の結果に基づき、地域住民へ与えている悪影響をなくし、かつ所有者

等の負担が少ないと考えられる措置の内容を検討します。 

 

（３）措置の実施 

① 助言 

市長は、特定空家等の所有者等に対し、前項で検討した措置の内容を講ずる

よう助言を行います。 

 

② 指導 

市長は、管理不全空家等及び特定空家等の所有者等に対し、前項で検討した

措置の内容を講ずるよう指導を行います。 

 

③ 勧告 

市長は、助言・指導を行っても改善が見られない場合は、相当な猶予期限を

定めて助言・指導の内容を講ずるよう勧告を行います。 

勧告を行う場合は、固定資産税等の住宅地特例が適用されなくなることから、

税担当部局と十分打ち合わせを行うとともに、所有者等にも、その旨を通知し

ます。 



22 

 

 

④ 命令 

市長は、勧告を行っても必要な改善が見られない場合で、特に必要と認めた

場合は、所有者等に対して相当な猶予期限を定めて勧告の措置を講ずるよう命

じます。 

ただし、管理不全空家等に関してはこの限りではありません。 

市長は、命令をする場合においては、法第２２条第４項から第８項及び第１

３項から第１５項の規定に基づき、実施します。 

 

⑤ 代執行 

市長は、命令の措置が履行されないときや履行しても十分でない場合等に、

危険排除と公費負担を行う公益性、公平性について充分な検討をした上で、行

政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の規定に基づき、命令の措置を所有者

等に代わり行います。 

所有者等が確知できない場合は、法第２２条第１０項の規定に基づき、実施

します。 

 

 

 

〇 固定資産税等の住宅地特例について 

 現在、人の居住の用に供する家屋の敷地のうち一定のものについては、 

地方税法第３４９条の３の２及び同法第７０２条の３に基づき、当該敷地 

の面積に応じて、その固定資産税の課税標準額を６分の１（２００㎡以下 

の部分の敷地）又は３分の１（２００㎡を超える部分の敷地）とするとと 

もに、その都市計画税の課税標準額を３分の１（２００㎡以下の部分の敷地） 

又は３分の２（２００㎡を超える部分の敷地）とする特例措置（固定資産 

税等の住宅用地特例）が講じられています。 

しかし、平成２７年度税制改正の大綱（平成２７年１月１４日閣議決定） 

において「法に基づく必要な措置の勧告の対象となった特定空家等に係る 

土地について、住宅用地に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例 

措置の対象から除外する措置を講ずる。」こととなりました。 

令和 5年 12月 13日の地方税法改正において「法に基づく必要な措置の勧

告の対象となった管理不全空家等に係る土地についても、上記特例措置の対象

から除外する措置を講ずる。」こととなりました。 

このため、この勧告を受けた場合には固定資産税や都市計画税に影響が 

生じてきますので注意が必要です。 
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第５章 計画の推進                    

 

１．空家等対策の実施体制                     

空家等が地域へ及ぼす影響は、保安上危険な住宅・防犯・環境衛生・

交通・景観など分野が横断的で多岐に渡ります。このような課題は、関

係課が連携して対策を実施する必要があるため、下記の役割について、

各課が対応し、相互に協力するとともに、ケースによってはその他の課

とも協力し対応します。 

 

（１）庁内の組織体制及び役割 

〇 建築住宅課 

 

〇 危機管理課 

  

〇 生活環境課 

 

〇 都市計画課 

 

 〇 土木課 

・総合窓口業務            ・措置及び対処の実施 

・空家等の調査            ・住宅の不良度の調査 

・空家等の適切な管理の促進、啓発等  ・老朽危険家屋等除却の相談、補助等 

・空家等対策協議会及びその他関係機関との連絡、調整 

・警察との連携 

・悪臭等衛生に関する相談、対応等  ・投棄ごみなど廃棄物の相談対応等  

・庭木の繁茂、害虫発生等生活環境に関する相談、対応等 

・景観に関する調査、対応等 

・道路交通安全確保等措置及び対処の実施 
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〇まちづくり推進課 

 

〇 消防本部予防課 

 

〇 税務課 

 
〇 用地課 

 

 

（２）宇佐市空家等対策協議会 

①趣旨 

空家等対策を実施するにあたり、空家等対策計画の作成、変更、特定空家等

についての意見及び協議を行うため、有識者等による「宇佐市空家等対策協議

会」を設置します。 

 

②所掌事務 

ア）空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項 

イ）空家等の適正な管理に関する事項 

ウ）特定空家等の措置に関する事項 

エ）その他空家等対策の執行に関し必要とする事項 

 

③構成 

空家等対策協議会の構成については、市長のほか、地域住民代表、議員及び

学識経験者など計１５人以内とします。 

・空家等及び除却後の跡地の活用促進 ・空家等の利活用情報の発信、啓発等 

・空き家バンク事業等利活用相談業務等 

・空家等の活用を促進するための相談、補助等 

・空家等の火災予防等消防業務に関する措置及び対処の実施 

・法第１０条第１項の規定に基づいた固定資産課税台帳等の情報を提供 

・固定資産税等の住宅用地特例に対する対応 

・所有者不明土地等対策 
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（３）関係機関等との連携 

空家等に関する相談に適切に対応するため、関係機関、民間団体との連携及

び協力のもと空家等対策を実施します。 

 

■弁護士・司法書士・土地家屋調査士・行政書士 

相続に関する相談及び調査、財産の所有権移転手続き等 

■不動産業者 

所有者等の空家等利活用相談、空き家バンクの充実、除却後の跡地の利活

用等 

■建設業者 

空家等の解体、改修の相談及び対応等 

■建築士 

空家等の修繕、改善、耐震診断などの技術的な対応等 

■警察 

犯罪に対する対応等 

■自治会 

空家等情報の提供、空家等及び除却後の跡地の利活用等 

 

 

２．空き家等に対する相談の対応                       

空家等に関する相談窓口を建設水道部建築住宅課内に設置し、同課職員が対

応します。また、空家等の相談は多岐にわたることから、庁内の関係部署及び

空家等対策協議会、並びに関係団体と連携、相談し、対応します。 

対応内容については、経過等について記録し、関係部署、機関で共有します。 
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３．その他計画に関する必要事項                       

（１）地域での空家等対策の検討と情報の共有 

空家等の管理は、原則として所有者等が適切に管理若しくは活用すべき問題

であるが、地域全体で対処方法を検討・共有することは有効であるため、所有

者等の同意を得た上で空家等対策協議会での検討状況や空家等の情報に関し、

必要に応じ公開します。 

 

（２）他法令との連携 

空家等の対策は、この法律に限らず、建築基準法、消防法、道路法、災害対

策基本法、災害救助法など、それぞれの法律の目的の範囲で、適正に管理され

ていない空家等について、必要な措置等を講じる場合もあります。このため、

空家等の情報について、内部部局で共有し、密に連携を図ります。 

 

（３）計画の変更 

本計画は、地域情勢の変化、法令や国の補助制度等の改正等、必要に応じて

随時変更します。 

変更する場合は、空家等対策協議会での協議のうえ変更し、広報「うさ」や

市の HP により広く周知に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集・発行 宇佐市建設水道部 建築住宅課 指導審査室 

〒879-0492 

大分県宇佐市大字上田 1030番地の 1 

TEL：0978-32-1111（代表）、0978-27-8182（直通） 

FAX：0978-32-2331（代表）、0978-27-8230（直通） 


